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○日本の国土は細長く（北海道～九州：約2,000km） 、人口が全体的に集中。

○電力系統も需要地に沿って、北東から南西にかけて細長い形状となっている。

沖縄

・全体的に需要密度が高い
・電力系統は地理的問題から「長距離くし形系統」となる

日本の系統の特徴（地理的な制約）
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日本の系統の特徴（電気的な制約）

④周波数低下限度

③電圧安定性

①熱容量

②同期安定性

⑤短絡容量

⑥大規模停電防止

送電線が遮断され、系統が２つに分かれても
それぞれ周波数を適正に維持できる限度

電圧を安定的に維持できる限度
（長距離送電すると不安定に）

過酷事故を他に波及させない

○日本の電力系統は地理的制約から以下の電気的制約を考慮

・長距離くし形系統 同期安定性が問題になりやすい

・需要密度が高い 短絡容量の問題が生じやすい

○ これらの特徴を踏まえつつ、大規模停電を発生させない電力系統を構築
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設備に流れる電流で熱破壊されない限界

系統で短絡事故（ショート）が起こった
際の事故電流を遮断できる限度
（送電距離が短くなると事故電流が増加）

電
気
的
な
制
約

全発電機が安定的に回転できる限界
（大電力を長距離送電すると不安定に）

相反

※電気的距離は地理的距離
とは概念が違い、電圧や
電線の数が倍になると
距離が半分になる
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地域内電力系統整備の考え方

○ これまでの電力系統は、電力需要の増大に対応し、地理的・電気的な制約を考慮しつつ、

以下の基本的な考え方に基づき基幹系統の整備を行ってきた。

一般電気事業者の電源は、需要地近傍での電源開発を基本に、流通コストも含めた電力システム

全体の経済性を踏まえて開発を計画。

→地域での電源と流通設備投資の全体最適を考慮
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500kV
変電所

需要 需要 需要

＜関西の例＞

電源 電源 電源

500kV変電所単位
で電源と需要を
バランス

これまでの考え方

系統の同期安定性確保と
事故波及の防止



©2015 KEPCO All Rights Reserved.

北海道電力

東北電力

東京電力

北陸電力

関西電力

四国電力

中国電力

九州電力

中部電力

地域間連系線の役割

＜地域間連系線の役割＞

◆供給予備力の節減

◆電源の広域共同開発（スケールメリット）

◆ 系統の周波数安定性向上 など

電源 電源 電源

連系線 連系線

各地域

需要 需要 需要

4これまでの考え方

○日本全体では、地域ごとに電力の需給バランスをとることを基本としてきた。

○上記と広域的波及事故を防止する観点から、地域間連系線は疎なもので、当初は

補完的に整備（１点連系）し、その後、広域運営のニーズを踏まえ、必要に応じて

増強を行ってきた。
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電力システム改革と今後の考え方

○東日本大震災および電力システム改革を受け、電力系統のあり方について見直しが求められている

5今後の考え方

電力システム改革の目的（経産省資料より）
今後、電力系統に取り入れる考え方

（代表例）

安定供給を
確保する

震災以降、多様な電源の活用が不可
避な中で、送配電部門の中立化や需
要側の工夫を取り込むことで、需給調

整能力を高めるとともに、広域的な電
力融通を促進。

稀頻度災害に伴う需給逼迫時の、供給

力に余裕のある地域からの応援など

広域的な電力融通量の拡大

電気料金を
最大限抑制
する

競争の促進や、全国大で安い電源から
順に使う（メリットオーダー）の徹底、需
要家の工夫による需要抑制を通じた

発電投資の適正化により、電気料金を
最大限抑制。

全国での発電コスト削減（取引活性化）

に向けて、広域的、活発な電力取引を実

現するための環境整備

需要家の選
択肢や事業
者の事業機
会を拡大する

需要家の電力選択のニーズに多様な
選択肢で応える。また、他業種・他地域
から の参入、新技術を用いた発電や

需要抑制策等の活用を通じて、イノ
ベーションを誘発。

再生可能エネルギーの活用拡大に向け

た自然変動再エネ電源の受入れ拡大な

ど
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電源開発と需要の動向 6

○電力需要の伸びが停滞している状況下で、火力・再エネ等の新規電源開発の検討申込が急増。

全ての電源が開発されるとは考えにくく、将来の電源動向（新増設・廃止、地点・規模）をどのように

想定し、系統計画に反映するかが効率的な系統整備を行ううえでの留意点と考える。

［万kW］

電源設備容量

全国需要

需要
電力需要の増加にあわせて
電源と流通設備を一体で構築

系統整備
のコスト
が必要

電力需要は伸び悩み

電源開発
（全国で1億ｋＷ以上が検討）

＜参考３参照＞

今後の考え方
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電力系統整備におけるコスト

従来の系統 広域的な取引に制約のない系統

イ
メ
ー
ジ

発電
小売

新規参入電源の建設・運用・取引の
ための余力が少ない（競争に制約）

競争活性化により
小売料金の低減が期待

流通
地域の電源-流通全体で
最小コストを実現

系統整備に伴う流通コスト増大

コ
ス
ト

全ての電源が自由に建設、運用、取引が
できるような制約のない系統を整備

Ｇ Ｇ

需要

Ｇ

地域毎に需要に見合った電源を

流通設備と一体的に整備

系統整備に伴う増加

競争による
価格低減
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Ｇ
Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

需要 （電源偏在）

流通

発電・小売 発電・小売

流通

＜イメージ＞

今後の考え方

電気料金の抑制を実現するには発電と流通のトータル設備コスト抑制が重要かと思われる

（参考４参照）
需要が伸びない
状況下では
単価上昇の懸念
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系統整備工事面での懸念事項 8

○広域連系系統の整備や、新規電源のアクセスなど

送電線等の新増設工事には以下の懸案がある。

◆送電線の建設には、自然環境や社会環境

などの環境面、技術面、および関係法令など

様々な配慮と十分な調整期間が必要となる。

◆また、関係省庁への申請・届出などの手続きや

地元地権者との用地交渉時など、送電線整備

の必要性についてご理解をいただかなければ

建設が進まない。（事業認定）

→ 現在の「重要送電線の指定」や「事業認定」等

の要件が緩和されなければ、長期方針に基づく

系統整備や新規電源の送電線構築が困難と

なることが予想される。

※これまでは電気の安定供給を理由として、一般

電気事業者が国交省に申請

概略工程は、500kV送電線（亘長約20kmの例）

＜送電線建設のステップ＞

今後の考え方

ルート選定（約４年程度）
・ 候補ルート抽出
・ 事業説明・協議
・ 関連法令・許認可手続き準備
・ 環境等への理解活動

工事準備（約３年程度）
・ 現場調査
・ 関連法令・許認可手続き
・ 用地買収・工事承認交渉

工事実施（約３年程度）
・ 関連法令・許認可手続き
・ 工事説明・理解活動
・ 工事実施

運転開始
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まとめ 9

○ これまでの電力系統整備の考え方

・エリア内で需要と供給のバランスを確保（広域的事故波及防止）

・電源建設と流通設備増強を一体的に実施

○今後の電力系統整備の考え方

１．安定供給の確保（広域的電力融通）

２．電気料金の最大限の抑制

３．需要家の選択肢や事業者の事業機会の拡大
※上記達成に向けた留意点

・電源動向の想定と、流通設備計画への反映

・発電と流通のトータル設備コストの抑制

・事業認定等の要件緩和

●送配電部門としては効率的な電力流通設備形成のノウハウ提供やデータ提供等の

御協力で長期方針作成のお手伝いが出来るのではないかと考えます。

また、着実な系統整備の観点から、確実な費用回収も重要と考えておりますので、

今後、必要に応じて御相談をさせていただきたいと思います。
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参考
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参考1：系統の同期安定性とは 11

Ｍ～
送電線

発電機 モータ
（負荷）

おもり回転ハンドル

ゴムひも

回転させる力

発電機と負荷は同じスピードで回転

電力

モデル化

○需要増加
おもりが重いとゴムひもがねじれ
運転できない

○長距離送電
ゴムひもが長いとゴムひもが
ねじれ運転できない



©2015 KEPCO All Rights Reserved.

12参考2：電力系統の整備コストと増強容量の関係

系統整備
コスト

増強容量

（熱容量）

増強容量が大きくなるほど
容量あたりの建設コスト増加

ルート新設

ルート新設

短絡容量
対策など

短絡容量
対策など

（熱容量）

（熱容量）

同期安定性の制約

同期安定性
の制約

送電距離が長距離になるほど

同期安定性の限界が低くなり

系統整備しても大きな送電容量の

増加は見込めない

○大電力を長距離送電しようとすると、同期安定性による制約が生じる。

○ 系統増強（例えば並行ルートを新設）すると、同期安定性が改善し全体の送電容量は増加するが、

短絡容量の増大に対する対策などが追加的に必要となり、増強容量あたりの建設コスト（円/kW）

は増強容量に応じて高くなる傾向にある。
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参考3:全国の電源開発の動向 13

火 力：199万kW

再エネ：212万kW

火 力：759万kW

再エネ：768万kW

火 力：2,812万kW

再エネ：951万kW

火 力：54万kW

再エネ：85万kW

火 力：862万kW

再エネ：389万kW火 力：46万kW

再エネ：141万kW

火 力：899万kW

再エネ：273万kW

火 力：559万kW

再エネ：313万kW

火 力：277万kW

再エネ：894万kW

火 力：0万kW

再エネ：16万kW

火力：6,466万kW、再エネ4,040万kW

※再エネは、未連系の接続申込量
※火力は、至近5ヵ年の接続検討申込量

○全国で約１億ｋＷ以上の電源開発が検討・計画されている。
○電源開発は、今後、発電事業者側の都合により決定されることとなるため、系統整備の前提として
将来の電源動向（地点・規模・廃止）をどのように想定するかが難しい状況。
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参考4:送配電事業者の置かれている状況 14

これまでも効率化努力

により最大限低減

（関西：H20年比で約10%減）

引続き効率化に努める

修繕費

人件費

その他

固定資産税・事業税
除却費
事業者間精算費など

支 出

事業報酬

電気の使用量

に応じて

需要家から

回 収

収 入

系統整備により増加
今後、流通設備の老朽化対策
による増加にも留意が必要

電力需要が
伸びないと
収入増加が
見込めない

○電力系統の整備・維持費用は、需要家に電力需要に応じた託送料として負担いただいている。

電力需要の伸びない中での系統整備費用の増大は、需要家の託送料負担の増加につながる

可能性がある。

○ 長期方針として大幅な系統増強が必要となる場合には、「競争環境整備のために一定の託送料の

上昇が不可避」であることについて、負担者（需要者：国民）の理解が必要となってくる。

＜託送収支＞

委託費

減価償却費

→設備の老朽化により

今後、増加傾向

託送単価×電力需要
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参考５：事業認定概要 15

対象となる事業

土地収用法第３条各号のいずれかに関するもの
（土地収用法第３条）

次の各号のいずれかに該当するものに関する事業でなければならない。

17 電気事業法による一般電気事業、卸電気事業、特定電気事業の用に供する電気工作物

事業認定を行うもの
（事業認定庁）

国土交通大臣又は知事

事業認定の要件

事業認定庁は、申請のあった事業が次の要件のすべてに該当すると認めた場合
に事業の認定を行う。
①事業が土地収用法第３条各号のいずれかに関するものであること
②企業者が当該事業を遂行する十分な意思と能力を有するものであること
③事業計画が土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものであること
④土地を収用し、又は使用する公益上の必要があるものであること

＜事業認定の概要＞

＜基幹送電線新設工事等の事業認定実例＞
年度 会社 線路 工事理由

H12 九州
苓北火力線昇圧 電源開発に伴う送電容量超過

宮崎幹線 需要増加に伴う送電容量超過

H13 北陸 能越幹線 電源開発に伴う送電容量超過

H18 東北 十和田幹線 電源開発に伴う送電容量超過

H19 中国 島根原子力線 電源開発に伴う送電容量超過

H20 中部 上越火力線 需要増加に伴う送電容量超過

H22 東京 西上武線 需要増加に伴う送電容量超過


